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■オンボーディング研修利用規約 
「オンボーディング研修」は、株式会社ホスピタ
リティ＆グローイング・ジャパン(以下「当社」
といいます)が、サービス業で働く方の成長とそ
の企業の成長のために提供する教育研修等のコン
テンツを利用した現場教育担当者向け教育研修サ
ービスを提供することで、サービス業全体の発展
と人財を創り出すことを目的としたサービス(以
下「本サービス」といいます)です。オンボーデ
ィング研修利用規約(以下「本規約」といいます)
は、本サービスの利用について、利用企業の遵守
事項及び利用企業と当社の権利義務関係を定める
ものです。 
 
第1条(適用範囲) 
1.本規約は、利用企業、利用企業管理者又は受講
者と当社との本サービスに関連する一切の関係に
適用します。ただし、別途個別の定めがある場合
はこの限りではありません。 
2.本規約に定めの無い事項が発生した場合は、利
用企業、当社が双方誠意をもって協議し、その解
決に努めるものとします。 
3.本サービスは、当社が特別に指定しない限り、
受講者が利用企業の役員及び利用企業と雇用関係
にある正社員・準社員・契約社員・パートアルバ
イト、利用企業を勤務先とする派遣社員である場
合に限り利用することができるものとします。な
お、利用企業は利用企業管理者又は受講者に本規
約の内容を遵守させ、善良な管理者の注意と義務
をもって管理しなければなりません。利用企業管
理者又は受講者の行為はすべて利用企業自身の行
為としてその一切の責任を負うものとします。 
第2条(定義) 
本規約における用語の定義は、以下のとおりとし
ます。 
1.「オンボーディング研修」とは、本サービスの
うち当社独自の現場教育担当者向けの教育研修講
座を開催提供するサービスをいいます。 
2.「オンライン型研修」とは、Web会議システム
技術を利用し、端末設備を介してオンボーディン
グ研修を提供するサービスをいいます。 
3.「利用企業」とは、本規約、個人情報保護方
針、同意事項に同意のうえ、当社指定の手続に従
い本サービスの利用を申し込み、当社との間で本
サービス契約(第3条第3項に定めます)が成立した
企業又は団体をいいます。 
4.「受講者」とは、利用企業の管理のもと、本サ
ービスを利用するユーザーとして利用企業が設定
した個人(第1条第3項に定めます)をいいます。 
5.「利用企業管理者」とは、本サービスの利用の
為に必要な情報を登録又はその他の手続きを行う
管理者として、利用企業が設定した個人をいいま
す。 
6.「ユーザーアカウント」とは、オンライン型研
修を受講するためのWeb会議システムへログイン
するためのID及びパスワードをいい、オンライン
型研修にかかる利用ページにアクセスする際に必
要な情報、アクセスURL等を含みます。 
7.「サービスシステム」とは、主として本サービ
スの用に供することを目的とした、当社が設置、
開発、保守、制作を行う、プログラム、ソフトウ
ェア、サービス、手続、商標、商号並びに電子デ
ータを含む、文書、図面、ドキュメントの総称を
いいます。 
8.「端末設備」とは、サービスシステム以外に本
サービスの利用に必要となるパソコン、スマート
フォン等各種端末設備、その他通信設備及び通信
網であって、利用企業及び受講者ご自身が設置又
は当社以外の第三者と契約するものをいいます。 
第3条(利用申込み、契約成立等) 
1.本サービスの利用を希望する企業又は団体(以
下「申込企業」といいます)が本サービスの利用
申込みを行う場合、申込企業は、利用企業の名
称、住所、窓口担当者、連絡先(電話番号、FAX、
電子メールアドレスを含みます)、請求先、その
他申込み内容を特定するために当社が指定する事
項(以下総称して「利用企業情報等」といいます)
を、当社が指定する方法でご提供いただきます。
なお、当該提供事項について、その事実を証明す
る書類を提出していただく場合があります。 
2.申込企業は、Webの申込フォームにて必要事項
の入力、かつ受講者の情報を記載した当社指定の
データファイル（以下「受講者リスト」といいま
す）を添付し、送信することにより、本サービス
を申込むものとします。 
3.申込企業が前項の申込みを行い、当社より申込
完了に関するメールを返信した時点で、申込企業

と当社間での本規約に基づく契約(以下「本サー
ビス契約」といいます)が成立するものとし、当
社が特別に指定しない限り、本サービス契約成立
後のお申込内容を変更することはできません。な
お、申込企業は申込フォームにて送信した時点
で、本規約に同意したものとみなします。 
第4条(利用企業情報等の変更) 
1.利用企業は、利用企業情報等、その他当社へご
提供いただいた利用企業情報等に関連する事項に
変更があった場合、当社指定の方法で速やかに変
更事項を当社に届出るものとします。なお、変更
事項の届出に伴って当該変更の事実を証明する書
類を提示いただくことがあります。 
2.前項に基づき、利用企業情報等の変更がなされ
た場合は、それ以降、当社から利用企業に対する
連絡又は通知等は、変更先に対して行われるもの
とします。なお、利用企業情報等の変更があった
にも関わらず、前項に基づく変更の届出がなされ
ていない場合、当社が変更前の連絡先に対して連
絡又は通知等したこと、利用企業と連絡がとれな
かったことに起因して、利用企業、利用企業管理
者、受講者又はその他の第三者に如何なる損害が
生じたとしても、当社は一切責任を負わないもの
とします。 
第5条(利用企業情報等の使用目的) 
1.当社は利用企業情報等を善良な管理者の注意を
もって管理し、本条その他において別段の定めが
ある場合を除き、利用企業の承諾を得ることな
く、以下の各号に定める目的以外のために使用、
又は第三者に使用させ、若しくは開示、漏洩いた
しません。 
(1)本サービスの提供・管理・運営・サービス向
上のため、及び利用企業に必要な連絡をするため 
(2)当社、当社の関係会社(当社ホームページの個
人情報保護方針(https://hg-japan.com/policy/)
に定めます)、その他当社の提携先企業の、商
品・製品・サービス等に関する、販売、広告及び
宣伝(ダイレクトメール等)の送付、送信のため 
(3)キャンペーン・アンケート等の実施、及びキ
ャンペーン・アンケート等に伴う景品等の発送の
ため 
(4)新サービス等の開発、調査、分析のため 
2.当社は利用企業情報等を、本サービスの提供に
際して必要な範囲で複製又は改変することができ
るものとします。 
3.当社は、法令に従った要請(捜査関係事項照会
書による要請を含みます)や法令の手続上必要と
される場合、当社、当社の関係会社、当社の提携
先企業、他の利用企業又はその他の第三者の権利
を保護するために必要な場合など、当社が必要と
判断したときは、利用企業情報等を第三者に開
示、公開することがあります。 
4.利用企業情報等に含まれる個人情報の取扱いに
ついては、当社ホームページの個人情報保護方針
(https://hg-japan.com/policy/)に従うものとし
ます。 
第6条(本サービス利用に関する情報の利用・公表等) 
利用企業は当社に対し、当社が利用企業との取引
実績を有する事実(以下「取引事実」といいます)
を、企業PR・広告活動等を目的として第三者に開
示・公表することを許諾するものとします。な
お、利用企業と当社との間で別途秘密保持を目的
とする条項、契約又は合意が存在する場合、取引
事実は秘密保持対象に含まないものとします。 
第7条(本サービス内容) 
当社は利用企業に対して以下のサービスを提供し
ます。 
(1)受講者が当社の指定するWeb会議システムを利
用した、当社独自の現場教育担当者向けの教育研
修サービス（オンボーディング研修） 
(2)その他当社が本サービスにおいて提供するサ
ービスとして指定するもの 
第8条(受講料・支払方法等) 
1.利用企業は、本サービスの受講料として、受講
者リストに定めた受講料を、申込フォームに定め
た方法で支払うものとします。なお、支払いに要
する費用は利用企業が負担するものとします。 
2.利用企業は前項の受講料にかかる消費税法及び
地方税法の定めに従い算出される消費税額及び地
方消費税額の合計額に相当する金員を併せて支払
うものとします。 
3.利用企業が当社に対して負担する金員(本条第1
項にかかる受講料、その他の料金等を含みます)
を支払期日に支払わなかった場合、当該金員に対
する支払期日の翌日から支払済みまで年14.5％の
割合(年365日の日割計算、閏年は366日)による遅
延利息を当社にお支払いいただく場合がありま

す。 
4.利用企業は、本サービス契約成立後における利
用企業の本サービス利用の有無、解約、解除等の
如何なる事由の場合においても、利用企業が当社
に対して負担する金員(受講料、その他の料金等)
の支払義務を免れるものではありません。なお、
当社に対して既に支払われた金員についての返金
等は一切行わないものとし、利用企業は本サービ
ス契約終了までに発生した一切の債務を支払わな
ければならないものとします。 
第9条(オンライン型研修) 
1.当社は、本サービス契約の成立及び前条に定め
る受講料の入金を確認後、利用企業管理者に対し
て当社が指定する日時にユーザーアカウントを発
行し、利用企業管理者は当該ユーザーアカウント
を受講者に対して配布するものとします。なお、
利用企業、利用企業管理者及び受講者は、ユーザ
ーアカウントを自らの責任において厳重に管理す
るものとし、第三者に開示、漏洩、流布しないも
のとします。 
2.オンライン型研修は、当社指定のWebサイトに
おいて受講者がユーザーアカウントによりログイ
ンすることで利用することができます。 
3.ユーザーアカウントが、利用企業、利用企業管
理者又は受講者以外の第三者に知られた場合(本
条において「ユーザーアカウントの漏洩等」とい
います)、又はそのおそれがある場合は、利用企
業は当該ユーザーアカウントの利用を停止し、直
ちに当社にその旨を連絡するものとします。当社
は当該連絡を受け付けた場合、速やかに当該ユー
ザーアカウントの停止措置を執るよう努めるもの
とします。なお、当該停止措置が正常に行われた
ことを確認した後、新たなユーザーアカウントの
発行手続を行います。また、当該ユーザーアカウ
ントの漏洩等により利用企業、利用企業管理者、
受講者又はその他の第三者に発生した一切の損害
について、当社は何等の責任を負わないものと
し、利用企業は予めこれを了承するものとしま
す。 
5.利用企業、利用企業管理者又は受講者以外の第
三者が、ユーザーアカウントを用いてオンライン
講座を利用した場合といえども、当該行為は利用
企業、利用企業管理者又は受講者の行為とみなさ
れるものとし、利用企業は当該利用にかかる一切
の債務を負担するものとします。また、当該行為
により当社又はその他第三者が損害を被った場
合、利用企業は自己の責任と負担によって当該損
害を賠償するものとします。 
6.当社は任意に利用企業、利用企業管理者又は受
講者の利用状況を確認することができるものとし
ます。 
第10条(端末設備等) 
1.本サービスの利用に必要な端末設備に要する費
用又は通信事業者に対して発生する通信費等につ
いては、本サービスの受講料には含まれず、利用
企業の費用負担と責任において備えるものとしま
す。 
2.利用企業は、本サービスの利用に必要となる端
末設備の設定及び使用環境条件が、当社の定める
技術基準及び技術的条件に適合するよう維持する
ものとします。なお、当該設定及び維持は利用企
業の費用負担と責任をもって備えるものとしま
す。 
第11条(保存データの取扱い) 
1.利用企業、利用企業管理者及び受講者が本サー
ビスにおいて保存した全てのデータ及び情報(以
下「保存データ」といいます)は利用企業により
管理されるものであり、本条に基づき利用企業か
ら承諾された範囲を除き、当社は、保存データに
関するいかなる権利も取得しません。 
2.当社は、利用企業の承諾を得ることなく、サー
バーの故障・停止時の復旧の便宜に備えて保存デ
ータを任意でバックアップできるものとします。 
3.当社は、本サービス契約終了に伴い、当社が別
途定める保管期間の経過後、保存データを削除し
ます。本サービス契約終了後は、保存データにつ
いて、その保管・削除・バックアップ等に関して
利用企業、利用企業管理者、受講者又はその他の
第三者に発生した一切の損害について、当社は何
等の責任を負わないものとし、利用企業は予めこ
れを了承するものとします。 
4.当社は、利用企業の本サービス利用状況を確認
する目的のほか、以下の目的のために、保存デー
タに対しアクセスを行うことがあります。 
(1)サービスシステムの安全な運営のため 
(2)本サービス又はサービスシステム上の問題を
防止するため 
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(3)本サービスのサポート上の問題に関連して利
用企業から当社に要請があった場合に、当該サポ
ート上の問題を解決するため 
5.当社は、利用企業の承諾を得ることなく保存デ
ータを開示・公開することはありません。ただ
し、法令に従った要請(捜査関係事項照会書によ
る要請を含む)や法令の手続上必要とされる場合
については、利用企業の承諾なく、全部又は一部
の保存データを開示・公開することがあります。 
第12条(秘密の保持) 
1.当社及び利用企業は、本サービスの提供及び利
用により書面、口頭及び物品を問わず知り得た相
手方の技術上又は営業上、その他業務上の一切の
情報(以下「秘密情報」といいます)を相手方の書
面による承諾を得ることなく、第三者に開示、漏
洩、提供し、また本サービス契約の目的以外に使
用してはならないものとします。ただし、以下の
各号に該当する情報は秘密情報に含まないものと
します。 
(1)公知・公用の情報 
(2)相手方から開示・提供を受けた後、自己の責
によらず公知・公用となった情報 
(3)相手方から開示・提供を受けたとき、すでに
自ら所有していたことを立証し得る情報 
(4)正当な権利を有する第三者から秘密保持義務
を負うことなく適法に入手した情報 
(5)秘密情報によらず、自らの開発により知得し
た情報 
2.前項の規定に関わらず、当社及び利用企業は管
轄官公庁又は法律により秘密情報の開示を要求さ
れた場合は、必要最小限の範囲及び目的に限り、
秘密情報を開示することができるものとします。
なお、当該開示要求を受けた場合、相手方に通知
するものとします。 
3.当社及び利用企業は､秘密情報に個人情報が含
まれている場合には、個人情報の保護に関する法
律(平成15年法律第57号)その他の法令に従い個人
情報保護のため十分な安全管理措置を講ずるほ
か、個人情報提供者本人の承諾がある場合その他
の法令で認められる場合を除き、第三者に開示、
漏洩、提供してはならないものとします。なお、
その他個人情報に関する取扱いについては、当社
ホームページの「個人情報保護方針」及び「個人
情報の取り扱いについて」(https://hg-
japan.com/policy/)に定めるものとします。 
第13条(禁止事項) 
1.利用企業は本サービスの利用にあたり、以下の
行為又はそのおそれのある行為を行ってならない
ものとします。 
(1)本サービス及び当社が提供するすべてのサー
ビスの運営を妨げる行為、又は信用・名誉等を毀
損する行為 
(2)当社、当社の関係会社、当社の提携先企業、
他の利用企業又は第三者の知的財産権等を侵害す
る行為、財産・信用・名誉等を毀損する行為、プ
ライバシーに関する権利又は肖像権その他の権利
を侵害する行為、不利益又は損害を与える行為 
(3)当社が別途承諾した場合を除き、第三者に対
して本サービスを販売、又は利用する権利(本サ
ービスにかかる各種アカウントを含みます)を譲
渡、貸与、使用許諾、担保設定その他これらに準
ずる行為 
(4)本サービスに関連する、動画、ドキュメント
又はプログラム等を修正、翻訳、変更、改竄、複
製、無効化、消去、改造及び解析その他これらに
準ずる行為 
(5)コンピューターウィルス等の有害プログラム
を含んだ情報又はデータを登録・提供する行為 
(6)営利・非営利を問わず、物やサービスの売
買、交換を目的とする行為 
(7)無限連鎖講(「ねずみ講」、「ネットワークビ
ジネス」を含みます)に該当する又は該当すると
思われるものに勧誘又は案内する行為 
(8)宗教又は政治活動への勧誘を行う行為 
(9)当社、当社の関係会社、当社の提携先企業、
他の利用企業又は第三者のサイトを装ったフィッ
シング行為 
(10)当社の承諾なく派生サービスを作成し配布す
る行為 
(11)法令又は公序良俗に違反する行為若しくは犯
罪行為若しくはこれらの行為を幇助する行為 
(12)偽名や第三者の氏名・商号等を利用した利用
申込行為 
(13)オンライン型研修における次の行為 
①ログイン時の偽名使用 
②受講における代理・なりすまし行為 
③同時に同一の端末設備を用いての複数名受講 

(14)本規約に違反又は抵触する行為 
(15)その他当社が不適切と判断する行為 
2.当社は、利用企業が前各号のいずれかに該当す
る場合には、本サービスの提供又は本サービスに
かかる各種アカウントを停止し、利用企業に対し
て違約金を請求すること、その他当社が必要と認
める措置を行うことができるものとします。 
3.前項の停止措置等をとったことにより利用企
業、利用企業管理者、受講者又はその他の第三者
に発生した一切の損害について、当社は何等の責
任を負わないものとし、利用企業は予めこれを了
承するものとします。 
第14条(解除) 
1.当社は、利用企業が以下の各号のいずれかに該
当した場合、利用企業に対して相当の期間を定め
た是正の催告(本サービス提供停止日及び停止理
由を併せて通知します)を行い、利用企業が当該
期間内に催告に応じないときは本サービス契約を
解除することができるものとします。 
(1)本サービスの受講料が、その支払期限を2ヶ月
経過しても支払われない場合 
(2)その他、本規約違反等の合理的な理由によ
り、当社が不適切と判断した場合 
2.当社は、利用企業が以下の第1号乃至第3号のい
ずれかに該当した場合は利用企業に対し通知のう
え、また第4号乃至第7号のいずれかに該当した場
合は利用企業に対し何等の通知催告を要せず、本
サービス契約を直ちに解除することができるもの
とします。なお、当社は、当該第1号乃至第3号の
いずれかに該当した場合における解除の理由の開
示・説明義務を負わないものとし、利用企業は予
めこれを了承するものとします。 
(1)利用申込みに不実虚偽の事項があった場合 
(2)本サービス契約以前において、利用企業が、
本サービス又は当社が提供するその他サービス等
において、規約違反など契約上の義務を怠ったこ
とがある場合、契約解除等の処分を受けたことが
ある場合、又は今後も契約上の義務を怠るおそれ
があると当社が判断した場合 
(3)合理的な理由により、本サービスの継続的な
提供が困難であると当社が判断した場合 
(4)本規約の各条項に違反した場合 
(5)仮差押・仮処分・強制執行・競売等の申立を
受けた場合､又は破産・会社更生・民事再生・特
別清算開始その他これに類する法的整理手続の申
立を受け、あるいは自ら申立てた場合、仮登記担
保契約に関する法律第2条に定める通知・手形交
換所の取引停止処分若しくは租税公課の滞納その
他滞納処分を受けた場合､又はこれらの申立､処
分､通知を受けるべき事由を生じた場合 
(6)長期間にわたり当社から利用企業への電話・
ＦＡＸ・電子メール等の手段による連絡がつかな
い場合 
(7)その他、本サービス契約を継続し難いと当社
が判断する合理的な事由が存在する場合 
3.本条の規定により、本サービス契約が解除され
た場合、利用企業は当然に期限の利益を喪失し、
当該解除の時点で利用企業が当社に対して負担す
る債務の全額を、直ちに支払うものとします。 
4.本条の規定は、当社からの損害賠償請求を妨げ
るものではありません。 
5.本条に基づき、本サービス契約を解除したこと
に起因して、利用企業、利用企業管理者、受講者
又はその他の第三者に如何なる損害が生じたとし
ても、当社は一切責任を負わないものとします。 
第15条(反社会的勢力の排除) 
1.当社及び利用企業は、現在、自己の役員(業務
を執行する役員、取締役、執行役又はこれらに準
ずる者をいいます)が暴力団、暴力団員、暴力団
準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、政治活動
標ぼうゴロ、社会運動標ぼうゴロ、特殊知能暴力
集団等、暴力団密接関係者、その他これらに準ず
る者、暴力団でなくなった日から5年を経過しな
い者(以下総称して「反社会的勢力」といいます)
に該当しないこと、及び以下の各号のいずれにも
該当しないこと、かつ、将来に亘っても該当しな
いことを表明・確約します。 
(1)反社会的勢力が経営を支配していると認めら
れる関係を有すること 
(2)反社会的勢力が経営に実質的に関与している
と認められる関係を有すること 
(3)自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図
る目的又は第三者に損害を加える目的をもってす
るなど、不当に反社会的勢力を利用していると認
められる関係を有すること 
(4)反社会的勢力に対して資金等を提供し、又は
便宜を供与するなどの関与をしていると認められ

る関係を有すること 
(5)役員又は経営に実質的に関与している者が反
社会的勢力と社会的に非難されるべき関係を有す
ること 
2.当社及び利用企業は、自ら又は第三者を利用し
て、以下の各号のいずれも行わないことを確約し
ます。 
(1)反社会的勢力に自己の名義を利用させ、契約
を締結する行為 
(2)暴力的な要求行為 
(3)法的な責任を超えた不当な要求行為 
(4)取引に関して、脅迫的な言動をし、又は暴力
を用いる行為 
(5)風説を流布し、偽計を用い、又は威力を用い
て相手方の信用を毀損し業務を妨害する行為 
(6)本項各号のその他これらに準ずる行為 
3.当社は、利用企業の役員(業務を執行する役
員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいい
ます)が第1項各号のいずれかに該当し、又は前項
各号のいずれかに該当する行為をした場合、利用
企業に何等の催告を要さず本サービス契約を解除
することができるものとします。 
4.前項に基づき、本サービス契約を解除したこと
に起因して、利用企業、利用企業管理者、受講者
又はその他の第三者に如何なる損害が生じたとし
ても、当社は一切責任を負わないものとします。 
第16条(有効期間) 
1.本サービス契約の有効期間は、本サービス契約
が成立した日から開始し、オンボーディング研修
の最終講座日までとします。 
2.第6条、第12条、第14条第3項から第5項、第15
条第4項、本条本項、第20条、第23条、第24条及
び第27条の規定は、本サービス契約終了後も有効
に存続するものとします。 
第17条(中途解約等) 
1.利用企業は、原則本サービス契約成立以降、有
効期間中における中途解約はできません。 
2.前項の定めにかかわらず、利用企業の都合によ
り有効期間満了前に本サービスを中途解約する場
合、利用企業は、当社に対して受講者リストに定
めた受講料の100％相当額をキャンセル料金とし
て支払わなければならないものとします。なお、
キャンセル料金の支払いに要する費用は利用企業
の負担とします。 
3.前項に規定するキャンセル料金及び当該中途解
約時における利用企業が当社に対して負担してい
る未払債務を支払うことで本サービス契約を中途
解約することができるものとします。 
4.利用企業の都合により本サービス契約を中途解
約した場合、当社は利用企業から既に受領した金
員(受講料、その他の料金等)の返金等は一切行い
ません。 
第18条(権利義務の譲渡禁止) 
利用企業は、事前に当社の書面による承諾を得る
ことなく、本サービス契約より生ずる一切の権利
又は義務を、第三者に譲渡し、引き受け・継承さ
せ、又は担保に供する等の一切の処分をしてはな
らないものとします。 
第19条(再委託) 
当社は、本サービスの適正な運営及び管理を行う
ため、必要に応じて本サービスの全部又は一部の
業務を、利用企業の承諾を要することなく第三者
に再委託できるものとします。委託に際しては、
当社が定めた安全管理基準を満たす事業者を選定
し、適切な管理、監督を行います。 
第20条(権利の帰属) 
1.本条その他において別段の定めがある場合を除
き、本サービスを通じて当社が提供するコンテン
ツ、ノウハウ、情報(その集合体を含む)並びに本
サービスの実施環境を構成するプログラム、ソフ
トウェア、サービス、手続、商号、電子データを
含む映像、文書及び図面等に関する所有権及び著
作権等をはじめとする一切の知的財産権は、当社
及びその供給者に帰属します。 
2.当社が有する著作権等の知的財産権及びその他
の権利に関して、利用企業が本サービスの範囲を
超えて使用又は転用することを禁止します。 
第21条(本サービスの停止等) 
1.当社は、以下の各号のいずれかに該当する場
合、本サービスを一時的に中断又は恒久的に中止
(以下本条において「停止等」といいます)をする
場合があります。この場合、原則として事前に利
用企業に告知を行うものとしますが、本サービス
運営上やむを得ない場合は、告知を行わずに本サ
ービスを停止等することがあります。 
(1)本サービス、その他本サービスを提供するた
めに必要なシステムのメンテナンス、電気通信設
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備の保守上又は工事上やむを得ないとき、若しく
はこれらにやむを得ない障害が発生した場合 
(2)ネットワーク障害が発生した場合 
(3)オンライン型研修に著しい負荷や障害が与え
られることによって正常なサービスを提供するこ
とが困難である場合、又は困難であると当社が判
断した場合 
(4)運営上又は技術上、本サービスの停止等が必
要であると当社が判断した場合 
(5)担当講師の病気、慶弔、不測の事故発生等の
場合 
(6)データの改竄、ハッキング等本サービスを提
供することにより、利用企業又はその他の第三者
等が著しい損害を受ける可能性を当社が認知した
場合 
(7)電気通信事業者又は国内外の電気通信事業体
による電気通信サービス、電力会社による電力供
給サービス、その他の公共サービスの提供が停止
されることで、本サービスの提供が困難になった
場合 
(8)地震・津波・台風・落雷その他の天災地変､並
びに交通機関の不通やストライキ、戦争､内乱､法
令の制定改廃その他不可抗力等により、非常事態
が発生した場合､又はそのおそれがある場合 
(9)当社が本サービスの提供を停止、緊急停止す
る必要があると判断した場合 
(10)感染症の蔓延又はその拡大防止のため、当社
が本サービスを停止する必要があると判断した場
合 
(11)その他、当社の責に帰さない事由により本サ
ービスの提供が不可能となった場合 
2.当社は利用企業又はその他の第三者からの緊急
停止要請に関し、原則としてこれを受け付けませ
ん。 
3.本条に基づき、本サービスを停止等したことに
起因して、利用企業、利用企業管理者、受講者又
はその他の第三者に如何なる損害が生じたとして
も、当社は一切責任を負わないものとします。 
第22条(本サービス内容、本規約内容、受講料の変更等) 
1.当社は、利用企業の認識如何に関わらず、本サ
ービス内容の変更・追加・廃止(以下「本サービ
ス内容変更」といいます)、又は本規約の変更・
追加・廃止等(以下「本規約内容変更」といいま
す)をすることができるものとします(本項におい
て「本サービス内容変更」、「本規約内容変更」
を総称して、以下「変更等」といいます)。変更
等がなされた場合、利用企業は変更後の本サービ
ス内容あるいは本規約に従って本サービスを利用
するものとします。当社が変更等する場合には、
事前に当社ホームページ等への掲載又は本サービ
ス内で通知するなどの方法により利用企業に通知
します。利用企業が変更等に同意されない場合
は、当社は本サービスの提供を継続する義務を負
わず、利用企業は本サービスを解約し利用を中止
しなければなりません。解約されない場合、又は
変更等後に本サービス利用した場合は変更等に同
意したものとなします。 
2.前項の本規約内容変更において、本規約の文言
修正等、利用企業に不利益を与えるものではない
軽微な変更の場合には、事前の通知を省略するこ
とができるものとし利用企業は予めこれを了承す
るものとします。 
3.当社は、原則として相当な予告期間をもって利
用企業に通知を行ったうえで、本サービスの受講
料を変更できるものとします。ただし、社会情勢
又は経済情勢等の変動その他合理的な事由がある
場合は、当該通知を行わずに本サービスの受講料
を変更することがあります。 
4.当社は、本条による本サービス内容変更、本規
約内容変更、本サービスの受講料の変更に関し
て、利用企業、利用企業管理者、受講者又はその
他の第三者が損害を被った場合であっても一切賠
償責任を負わないものとします。 
第23条(免責) 
1.本サービスを利用したこと又は利用しなかった
ことにより、以下の各号の事由で利用企業、利用
企業管理者、受講者又はその他の第三者に損害又
は不利益が生じた場合において、債務不履行責
任、不法行為責任、その他の法律上の請求原因の
如何を問わず、当社は一切の賠償責任を負わない
ものとします。なお、当社がそのような損害又は
不利益発生の可能性について事前に知らされてい
た場合、及び直接損害の発生が当社の責めに帰す
べき事由によらない場合も同様とします。 
(1)天災地変・騒乱・暴動等の不可抗力 
(2)端末設備の障害、その他利用企業、利用企業
管理者又は受講者の設備等に起因・関連する事由 

(3)利用企業、利用企業管理者、受講者が本規約
又はその他当社の指示等を遵守しないことに起因
する事由 
(4)再委託先の業務に関するもので、再委託先の
選任・監督につき当社が無過失の場合 
(5)法令又は公的機関からの請求に基づく事由 
(6)感染症の蔓延又はその拡大防止に対する公的
措置に起因する事由 
(7)その他当社に故意又は重大な過失がない事由 
2.本サービスの利用により､利用企業同士又はそ
の他の第三者との間で紛争が発生した場合、利用
企業の責任において当該紛争を解決するものと
し､当社に対して仲裁、照会その他のいかなる請
求をすることはできないものとします｡また、当
該紛争に関連して、利用企業の故意又は過失によ
り、当社が当該第三者への賠償その他の損害(弁
護士費用を含みます)を被ったときは、当社は利
用企業に対して当該損害額について請求できるも
のとします。 
第24条(損害賠償) 
利用企業、利用企業管理者又は受講者が本規約を
違反したことにより当社が損害を被った場合、利
用企業は当社に対して、当該損害を賠償しなけれ
ばならないものとします。 
第25条(通知) 
1.当社から利用企業への通知は、本条その他にお
いて別段の定めがある場合を除き、本サービス内
で所定の用法により行う情報配信、送信若しくは
掲示等、電子メールの送信、書面の送付、又は当
社ホームページへの掲載等、当社が適当と判断す
る方法により行います。 
2.当社が、利用企業への通知を書面の送付により
行う場合は、当社が利用企業情報等の最新住所を
宛先として発信すれば足りるものとし、仮にこの
通知が到達しなかった場合は、一般的に到達する
べきと考えられる日時を経過した時点で到達した
ものとみなします。 
3.書面の送付以外の方法で当社が利用企業に対す
る通知を行う場合、利用企業に対する当該通知
は、配信、送信、配信、掲示又は掲載がなされた
時点から効力を生じるものとします。 
4.当社は、前各項により利用企業と連絡がとれな
かったことによる責任は一切負わないものとしま
す。 
第26条(協議) 
本規約に定めのない事項又は本規約の解釈に疑義
を生じた事項については、利用企業及び当社は信
義誠実の原則に従い、誠意をもって協議のうえ解
決するものとする。 
第27条(準拠法・管轄裁判所) 
1.本規約の成立、効力、履行及び解釈に関して
は、日本法が適用されるものとします。 
2.本規約に関して生じた紛争については、訴額に
応じて、東京簡易裁判所又は東京地方裁判所のい
ずれかを第一審の専属的合意管轄裁判所としま
す。 
 
制定日：2021年12月01日 
改定日：2022年10月06日 
改定日：2023年09月05日 
改定日：2025年10月10日 
 
■個人情報保護方針 
当社は、当社の事業活動に関わる全ての利用企業
の個人情報の重要性を認識し、個人情報の保護に
関する各種法令を遵守の上、個人情報の適切な取
り扱いと保護の徹底に努めるため、当社ホームペ
ージに「個人情報保護方針」及び「個人情報の取
り扱いについて」(https://hg-
japan.com/policy/)を定め、当該方針に準じて個
人情報を取り扱います。 
 
以上 


